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１ 事 業 報 告 書



１　概　況

　（１）総括事項

（２）議会議決事項

H30. 9. 6 H30. 9. 28

H30. 12. 4 H30. 12. 20

H31. 2. 27 H31. 3. 20

（３）行政官庁認可事項

H31. 2. 15 H31. 3. 22

（４）職員に関する事項

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

（５）料金その他供給条件の設定、変更に関する事項
該当事項なし

11

平 成 30 年 3 月 31 日 現 在 職 員 数

平成30年3月31日（前年度）退職者

本年度中に昇格並びに職名変更 0

課長

通知年月日申請年月日 申請先

経済産業省

件 名

大村市工業用水道事業変更届出書

本年度は、給水先企業の３社の契約水量が8,300㎥/日となり、前年度と同様に実給水量に近い契約水量と
しました。年間を通した1日平均給水量は、6,939㎥/日（前年度比9.2％増）となりました。
　経理の状況については、総収益194,848千円（金額は、消費税及び地方消費税を除く。以下同じ。）で、
前年度と比較すると19,296千円（11.0％）の増加となりました。これは主に、給水先企業に対する総配水量
の増加により、給水収益が19,722千円増加したことによるものです。
　一方、総費用は、235,058千円で、前年度と比較すると13,313千円（6.0％）の増加となりました。これは
主に、委託料が6,392千円、動力費が5,743千円増加したことによるものです。
　総収益から総費用を差し引いた結果、40,209千円の当年度純損失が生じ、累積欠損金は271,886千円とな
り、前年度と比較すると17.4％増加することとなりました。
　今後の事業経営につきましては、新工業団地への整備を進めるとともに、給水先企業の経営状況を注視し
ながら効率的な事業運営を図り、施設の維持管理に万全を期し、工業用水道の安定供給に努めてまいりま
す。

第80号

第21号

平成２９年度大村市工業用水道事業決算の認定について

平成３１年度大村市工業用水道事業会計予算

議案番号 件 名 提出年月日 議決（認定）年月日

第99号
大村市水道事業、工業用水道事業、下水道事業及び農業集落排水事
業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

平 成 31 年 3 月 31 日 現 在 職 員 数

本 年 度 中 に 退 職 し た 職 員 数

職　種
　区　分

管理者 次長

本 年 度 中 に 転 出 し た 職 員 数

本年度中に支弁を変更した職員数

本 年 度 中 に 転 入 し た 職 員 数

2

0

平成３０年度大村市工業用水道事業報告書

1

0

2

0

2

0

0

1

0

職員 合計

2

0

- 1 -



２　工　事　

  建設改良工事の概況

財源 工種 工　　　　事　　　　名 工　　事　　量 工事費（円） 着工年月日竣工年月日 備　　　　考

自己 委託
大村市工業用水道水源探査（電気探
査）業務委託

電気探査（比抵抗法垂直探査）業務　N=1式 1,845,720 H30.5.1 H30.6.29
（株）ウヱノ
諫早支店

起債 委託
雄ヶ原町（サムコ付近）工業用水道管
更新設計業務委託

工業用水道管詳細設計（φ350）　　 N=1式
水理計算業務（φ300）　　　　　　 N=1式

2,455,920 H30.5.17 H30.8.31 （株）クロノ

起債 委託
工業用水道新工業団地拡張実施設計
業務委託

深井戸機械・電気設計　　　　　　　N=1式
管路設計（小口径開削φ150）　　　 N=1式
RC配水池土木・電気設計　　　　　　N=1式
中央監視制御施設電気設計　　　　　N=1式

7,270,560 H30.12.6 H31.3.15
扇精光コンサルタンツ（株）

大村営業所

自己 工事
工業用水道坂口送水ポンプ場高圧気
中負荷開閉器取替工事

過電流ロック形高圧気中負荷開閉器
（方向性ＳＯＧ付ＰＡＳ）　　　　　N=1式
撤去、据付、試験調整　　　　　　　N=1式
既設高圧気中負荷開閉器運搬処分　　N=1式

691,200 H31.1.28 H31.3.22
（株）九電工
大村営業所

自己 工事 松並一丁目工業用水道水源試錐工事

削孔工φ200㎜　　　　　　　　　 　H=100m
電気検層工　　　　　　　　　　　　N=1式
ケーシング工φ100㎜　　　　　　　 H=100m
揚水試験　　　　　　　　　　　　　N=1式
報告書作成　　　　　　　　　　　　N=1式
仮設工　　　　　　　　　　　　　　N=1式

8,239,320 H30.11.8 H31.2.8 西海地研（株）

自己 工事
工業用水道森園２号水源取水設備更
新工事

森園２号水源取水設備更新工事 　　 N=1式 201,960 H30.9.10 H30.9.21 松永エコライン（有）

20,704,680
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３業　務

（１）業務量

(1) ％

(2) ％

(3) ％

(4) ％

(5) ％

（２）事業収入に関する事項 （　　）は、税込決算額

(A)

(B)

円 ％ 円 ％ 円 ％

( ) 円 ( ) 円

円 ％ 円 ％ 円 ％

( ) 円 ( ) 円

円 ％ 円 ％ 円 ％

( ) 円 ( ) 円

円 ％ 円 ％ 円 ％

( ) 円 ( ) 円

（３）事業費に関する事項 （　　）は、税込決算額

(A)

(B)

円 ％ 円 ％ 円 ％

( ) 円 ( ) 円

円 ％ 円 ％ 円 ％

( ) 円 ( ) 円

円 ％ 円 ％ 円 ％

( ) 円 ( ) 円

円 ％ 円 ％ 円 ％

( ) 円 ( ) 円

営 業 外 収 益

金　額　(A) 構成比

33.6

構成比 金　額　(B)

100.0

70.0

構成比

66.4

57,025,279

平成３０年度

1,494,825 0.7

1,494,825

事 業 収 益

工 業 用 水 道

205,756,525

194,848,376

57,023,531

147,236,421

比率
(A)

(B)

1,450,825

区　　　分

平成２９年度

3,397.344,000 0.0

営 業 収 益 136,330,020

金　額　(B)

58,900,664

44,000

増減(A)-(B)構成比 比率

比　　　　　　　　較

96.8

×100

×100比率

特 別 利 益

(B)

1,449,868 0

8.4 21,610,134

0.6

工 業 用 水 道

206,941,917

200,134,643

235,057,727 100.0

特 別 損 失 1,449,868

営 業 外 費 用

営 業 費 用

25,585,617

事 業 費 用 249,240,549

221,744,777

582㎥

100.0

90.3

235,109,992

13,754,451 106.9

28,168,075

19,718,765

213,889,094 91.0

222,205,064

29.3

184,881,844

175,552,335

125,937,180

116,608,500

58,899,835

100.0 13,312,950 106.0

0.0

9.7 91.2

0.0 1,449,8680

116.9

増減(A)-(B)

△ 1,876,304

19,721,520

19,296,041 111.0100.0

△ 1,891,369

比　　　　　　較

増減(A)-(B)

区　　　分

平成３０年度 平成２９年度

金　額　(A)

×100

比　　　　　　　　較

117.6

100.0

109.2212,441㎥

452,928㎥

0事業所3事業所

3,029,528㎥

事　　　　　　　　　　　　項

平成３０年度

3事業所

8,300㎥/日 8,300㎥/日 0㎥/日

109.26,357㎥

(A)

平成２９年度

年度末給水事業所数　　

2,576,600㎥

2,320,244㎥計量分年間有収水量

料金算定分年間有収水量

一日平均(実質）給水量

年度末契約水量

6,939㎥

2,532,685㎥
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（１）企業債の概況
前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

円 円 円 円 円

平成６年度 9,393,944

平成10年度 132,026,490

平成11年度 28,351,986

平成12年度 27,603,107

平成18年度 37,236,306

平成19年度 91,045,799

平成６年度 5,106,083

平成10年度 144,824,598

平成11年度 27,833,746

平成12年度 35,406,094

平成18年度 57,381,818

平成19年度 204,249,706

平成20年度 70,897,370

平成23年度 38,320,136

平成30年度 9,700,000

8,461,144 0 5,222,245 3,238,899 平成20年度 3,238,899

1,003,444,802 9,700,000 90,528,720 922,616,082

（２）一時借入金の概況
本年度中における借入残高最高額 本年度末残高 備　　　考

円 円

0 0

（３）その他会計経理に関する重要事項

　　 他会計補助金等の使途について

イ

ロ

ハ

４　会　計

借入先

財 務 省

地 方 公 共
団 体 金 融
機 構

残　高　内　容

642,202,635 58,183,084 593,719,551

352,781,023 0 27,123,391 325,657,632

　営業外収益の雑収益4,700円については業務及び総係費（課税仕入れ）に4,700円（特定収

入）充当した。

9,700,000

　他会計補助金91,932,800円については、工業用水道建設事業に伴う企業債の元利償還金の

経費として、企業債元金償還金に76,008,970円（特定収入70,574,824円、特定収入以外

5,434,146円）、利息に15,552,830円（全額特定収入以外）を充当したほか、基礎年金拠出金

に対する一般会計補助金として371,000円（全額特定収入以外）をそれぞれ充当した。

　県補助金2,667,000円については、工業用水道建設事業に伴う企業債の元利償還金の経費と

して、企業債元金償還金に2,611,000円（特定収入1,439,936円、特定収入以外1,171,064

円）、利息に56,000円（全額特定収入以外）をそれぞれ充当した。

市 中 銀 行 等

合　計

前年度末残高

円

0

- 4 -



- 5 -



２ 決 算 書 類
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（１）収益的収入及び支出
　収   入

 予　　　　　  算 　　　　　　額

当 初 予 算 額 補正予算額

円 円 円 円

212,027,000 0 0

第１項

営 業 収 益 147,233,000 0 0

第２項

営 業 外 収 益 64,791,000 0 0

第３項

特 別 利 益 3,000 0 0

　支   出
予　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　額

地 方 公 営 地 方 公 営

予 備 費 企 業 法 第 企 業 法 第

当 初 予 算 額 補正予算額 流 用 増 減 額 24条第3項 小 計 26条第2項

支 出 額 の規定によ の規定によ

る 支 出 額 る 繰 越 額

円 円 円 円 円 円 円

269,917,000 0 0 0 0 269,917,000 0

第１項

営 業 費 用 249,192,000 0 0 △ 5,863,617 0 243,328,383 0

第２項

営 業 外 費 用 19,722,000 0 0 5,863,617 0 25,585,617 0

第３項

特 別 損 失 3,000 0 0 0 0 3,000 0

第４項

予 備 費 1,000,000 0 0 0 0 1,000,000 0

（１）特別損失における決算額が予算額を超過する額1,446,868円は、地方公営企業法施行令第18条第5項ただ

平成３０年度大村市工業用水道事業決算報告書

第１款

出額に係る財源充当額

区 分

212,027,000

合 計

第１款

工 業 用 水 道

工 業 用 水 道

事 業 費 用

地方公営企業法第24条

第 3項の規定による支

64,791,000

3,000

事 業 収 益

区 分

147,233,000

- 7 -



円 円

205,756,525 △ 6,270,475

147,236,421 3,421 （うち仮受消費税及び地方消費税 10,906,401円)

57,025,279 △ 7,765,721 （うち仮受消費税及び地方消費税 1,776円)

1,494,825 1,491,825  

 

合 計

円 円 円 円

269,917,000 249,240,549 0 20,676,451

243,328,383 222,205,064 0 21,123,319 （うち仮払消費税及び地方消費税 8,315,970円)

25,585,617 25,585,617 0 0

3,000 1,449,868 0 △ 1,446,868

1,000,000 0 0 1,000,000

し書の規定によるものである。

決 算 額

決 算 額 不 用 額 備　　　　　　　　　　　　　　　考

備 考
予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減

地 方 公 営
企 業 法 第
26条第2項
の規定によ
る 繰 越 額

- 8 -



（２）資本的収入及び支出
　収   入

地方公営企業

法第26条の規

当 初 予 算 額 補正予算額 定による繰越

額に係る財源

充 当 額

円 円 円 円 円

170,940,000 0 0 0

第１項

補 助 金 77,938,000 0 0 0

第２項

企 業 債 93,000,000 0 0

第３項

工 事 負 担 金 1,000 0 0 0

第４項

固定資産売却代金 1,000 0 0 0

　支   出

流 地 方 公 営

用 企 業 法 第

当 初 予 算 額 補正予算額 増 小 計 26 条 の 規

減 定 に よ る

額 繰 越 額

円 円 円 円 円 円 円

210,027,000 0 0 0 210,027,000 0 0

第１項

建 設 改 良 費 118,861,000 0 0 0 118,861,000 0 0

第２項

企 業 債 償 還 金 89,166,000 0 1,362,720 0 90,528,720 0 0

第３項

予 備 費 2,000,000 0 △ 1,362,720 0 637,280 0 0

  

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 30,015,429円は、過年度分損益勘定留保資金 30,015,429円 

資 本 的 収 入

93,000,000

第１款

資 本 的 支 出

区 分

区 分

継 続 費 逓
次 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額

予 算 額

1,000

170,940,000

77,938,000

合

1,000

小 計

継 続
費 逓
次 繰
越 額

予 算 額

予 備 費
支 出 額

第１款

- 9 -



円 円 円

170,940,000 88,319,970 △ 82,620,030

77,938,000 78,619,970 681,970 他会計補助金 76,008,970円
県 補 助 金 2,611,000円

93,000,000 9,700,000 △ 83,300,000

1,000 0 △ 1,000

1,000 0 △ 1,000

地 方 公 営

企 業 法 第

合 計 26 条 の 規 合 計

定 に よ る

繰 越 額

円 円 円 円 円 円

210,027,000 118,335,399 83,300,000 0 83,300,000 8,391,601

118,861,000 27,806,679 83,300,000 0 83,300,000 7,754,321 （うち仮払消費税
及び地方消費税

2,059,754円)
90,528,720 90,528,720 0 0 0 0

637,280 0 0 0 0 637,280

で補塡した。

継 続
費 逓
次 繰
越 額

決 算 額 備 考
予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 備 考

計
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円 円 円
1 営 業 収 益
(1) 給 水 収 益 136,330,020
(2) 工 事 負 担 金 0 136,330,020

2 営 業 費 用
(1) 取 水 及 び 送 水 費 104,991,184
(2) 業 務 及 び 総 係 費 14,271,189
(3) 減 価 償 却 費 91,779,174
(4) 資 産 減 耗 費 2,847,547 213,889,094

営 業 損 失 77,559,074

3 営 業 外 収 益
(1) 受取利息及び配当金 59,999
(2) 他 会 計 補 助 金 15,923,830
(3) 県 補 助 金 56,000
(4) 長 期 前 受 金 戻 入 40,950,589
(5) 雑 収 益 33,113 57,023,531

4 営 業 外 費 用
(1) 支 払 利 息 及 び 19,718,417

企 業 債 取 扱 諸 費
(2) 雑 支 出 348 19,718,765 37,304,766

経 常 損 失 40,254,308

5 特 別 利 益
(1) 固 定 資 産 売 却 益 0
(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 0
(3) そ の 他 特 別 利 益 1,494,825 1,494,825

6 特 別 損 失
(1) 固 定 資 産 売 却 損 0
(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 1,449,868
(3) そ の 他 特 別 損 失 0 1,449,868 44,957

40,209,351
231,676,621

0
271,885,972

平成３０年度大村市工業用水道事業損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

当 年 度 純 損 失
前 年 度 繰 越 欠 損 金
その他未処分利益剰余金
変 動 額
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受贈財産評価額 他 会 計 補 助 金 県 補 助 金

円 円 円 円

20,000,000 2,756,117 156,486,959 367,797,362

0 0 0 0

0 0 0 0

20,000,000 2,756,117 156,486,959 367,797,362

0 0 0 0

0 0 0 0

20,000,000 2,756,117 156,486,959 367,797,362

剰

平成３０年度大村市工業用水道事業剰余金計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

資 本資 本 金

当 年 度 純 利 益

当 年 度 末 残 高

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

議会の議決による処分額

当 年 度 変 動 額

処 分 後 残 高
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欠 損 金

国 庫 補 助 金 工 事 負 担 金 資本剰余金合計 未 処 理 欠 損 金

円 円 円 円 円

60,335,231 5,802,239 593,177,908 △ 231,676,621 381,501,287

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0
（ 繰 越 欠 損 金 ）

60,335,231 5,802,239 593,177,908 △ 231,676,621 381,501,287

0 0 0 △ 40,209,351 △ 40,209,351

0 0 0 △ 40,209,351 △ 40,209,351

（当年度未処理欠損金）

60,335,231 5,802,239 593,177,908 △ 271,885,972 341,291,936

資 本 合 計

余 金

剰 余 金
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資 本 金 資 本 剰 余 金 未 処 理 欠 損 金

円 円 円

20,000,000 593,177,908 △ 271,885,972

0 0 0

資 本 金 へ の 組 入 れ 0 0 0

（繰越欠損金）

20,000,000 593,177,908 △ 271,885,972

議会の議決による処分額

処 分 後 残 高

平成３０年度大村市工業用水道事業欠損金処理計算書

当 年 度 末 残 高
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 157,702,105

ﾛ 191,981,950

△ 97,021,618 94,960,332

ﾊ 2,213,352,180

△ 1,118,340,028 1,095,012,152

ﾆ 1,142,843,371

△ 778,803,898 364,039,473

ﾎ 0

0 0

ﾍ 310,000

△ 294,500 15,500

ﾄ 2,954,900

△ 2,807,155 147,745

ﾁ 0

1,711,877,307

(2)

ｲ 1,913,327

1,913,327

1,713,790,634

2

(1) 530,159,767

(2) 13,966,500

(3) 0

(4) 2,618,291

(5) 0

546,744,558

2,260,535,192資 産 合 計

建 物

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

未 収 金

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

構 築 物

平成３０年度大村市工業用水道事業貸借対照表

　　（平成３１年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

資　　　産　　　の　　　部　

工 具 器 具 及 び 備 品

固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

保 管 有 価 証 券

ソ フ ト ウ エ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

流 動 資 産

現 金 預 金

船 舶

流 動 資 産 合 計

前 払 金
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3

(1)

ｲ 832,194,514

832,194,514
(2)

ｲ 退職給付引当金 14,844,063

14,844,063

847,038,577

4
(1)

ｲ 90,421,568

90,421,568

(2) 26,946,393
(3)

ｲ 賞 与 引 当 金 869,000

ﾛ 法定福利費引当金 174,000

1,043,000

(4) 225,000

(5) 0

118,635,961

5

(1) 1,866,633,745

(2) △ 913,065,027

953,568,718

1,919,243,256

6 20,000,000

7

(1)

ｲ 156,486,959

ﾛ 60,335,231

ﾊ 367,797,362

ﾆ 5,802,239

ﾎ 2,756,117

593,177,908

(2)

ｲ 271,885,972

271,885,972

321,291,936

341,291,936
2,260,535,192

剰 余 金

他 会 計 補 助 金

引 当 金

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益

資 本 剰 余 金

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計

資 本 金

固 定 負 債

引 当 金

負 債 合 計

預 り 保 証 有 価 証 券

預 り 金

企 業 債

引 当 金 合 計

引 当 金 合 計

未 払 金

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

県 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

欠 損 金 合 計

負　　　債　　　の　　　部　

資　　　本　　　の　　　部　

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計
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注 記 

 

  Ⅰ 重要な会計方針 

平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

   １ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   建物          １２～３８年 

   構築物         １０～５０年 

   機械及び装置      １０～２０年 

   船舶          ５年 

   工具・器具及び備品   ５～８年 

（２） 無形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   ソフトウエア      ５年 

２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金  

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。 

（２） 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。 

（３） 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。 

   ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ 貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定

のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 704,752,525 円である。  

２ 引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金 812,000

円を取り崩している。 

   （２）法定福利費引当金の取崩し  

      平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金 160,000 円を取り崩している。 

   （３）退職給付引当金の取崩し  

      平成３０年度において、退職給付引当金が退職手当の要支給額に相当する金額を超過する

こととなったため退職給付引当金 1,494,825 円を取り崩し、戻入益を計上している。 

 

  Ⅲ その他注記 

    新会計基準移行に係る経過措置 

（１）退職給付引当金に関する経過措置 

会計基準変更時差異（20,919,474 円）については、平成２６年度に一括して費用処理し

ている。 

（２）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に

資本剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良し

た資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除い

たすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）

を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 
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３ 決 算 附 属 書 類
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円
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益(△は損失） △ 40,209,351
減価償却費 91,779,174
固定資産除却費 2,847,547
過年度損益修正損 1,449,868
貸倒引当金の増減額（△は減少） 0
退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 1,494,825
賞与引当金の増減額（△は減少） 57,000
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 14,000
修繕引当金の増減額（△は減少） 0
長期前受金戻入額 △ 40,950,589
受取利息及び配当金 △ 59,999
支払利息 19,718,417
有形固定資産売却損益（△は益） 0
未収金の増減額（△は増加） 42,600
未払金の増減額（△は減少） 7,235,376
たな卸資産の増減額（△は増加） 0
前払金の増減額（△は増加） 0
預り金の増減額（△は減少） 0
その他の流動負債の増減額（△は減少） 0
小計 40,429,218
利息及び配当金の受取額 59,999
利息の支払額 △ 19,718,417
業務活動によるキャッシュ・フロー 20,770,800

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 23,833,600
有形固定資産の売却による収入 0
無形固定資産の取得による支出 △ 1,913,325
無形固定資産の売却による収入 0
県補助金等による収入 2,504,338
一般会計からの繰入金による収入 70,781,205
負担金による収入 0
寄附金による収入 0
その他投資による支出 0
投資活動によるキャッシュ・フロー 47,538,618

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 9,700,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 90,528,720
その他の企業債による収入 0
その他の企業債の償還による支出 0
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 80,828,720

資金増加額（又は減少額） △ 12,519,302
資金期首残高 542,679,069
資金期末残高 530,159,767

平成３０年度大村市工業用水道事業キャッシュ・フロー計算書
（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）
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（収　益）

款 項 目 節 金　　額 備　　考

工 業 用 水 道 円
事 業 収 益 194,848,376

営 業 収 益 136,330,020

給 水 収 益 136,330,020

水 道 料 金 136,330,020

工 事 負 担 金 0

工 事 負 担 金 0

営 業 外 収 益 57,023,531

受取利息及び配当金 59,999

預 金 利 息 59,999

他 会 計 補 助 金 15,923,830

他 会 計 補 助 金 15,923,830

県 補 助 金 56,000

県 補 助 金 56,000

長 期 前 受 金 戻 入 40,950,589

長 期 前 受 他 会 計
補 助 金 戻 入

17,590,843

長 期 前 受 国 庫
補 助 金 戻 入

8,619,632

長 期 前 受 工 事
負 担 金 戻 入

441,634

長 期 前 受 県
補 助 金 戻 入

14,298,480

雑 収 益 33,113

雑 収 益 33,113

特 別 利 益 1,494,825

固 定 資 産 売 却 益 0

固 定 資 産 売 却 益 0

過年度損益修正益 0

過 年 度 損 益 修 正 益 0

そ の 他 特 別 利 益 1,494,825

そ の 他 特 別 利 益 0

退職給付引当金戻入益 1,494,825

収 益 合 計 194,848,376

収　　益　　費　　用　　明　　細　　書
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（費　用）
款 項 目 節 金　　額 備　　考

工 業 用 水 道 円
事 業 費 用 235,057,727

営 業 費 用 213,889,094

取 水 及 び 送 水 費 104,991,184

給 料 4,334,400 予算額 4,334,400円

(1,739,613 ) 予算額 1,872,000円

1,739,613

賞与引当金繰入額 571,000 予算額 571,000円

法 定 福 利 費 1,320,997 予算額 1,383,600円
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

116,000 予算額 116,000円

備 消 品 費 1,665,145

材 料 費 1,564,000

光 熱 水 費 45,180

動 力 費 52,418,299

修 繕 費 17,880,770

通 信 運 搬 費 1,902,030

手 数 料 324,500

委 託 料 21,109,250

業 務 及 び 総 係 費 14,271,189

給 料 2,494,800 予算額 2,494,800円

(1,067,895 ) 予算額 1,297,000円

1,067,895

賞与引当金繰入額 298,000 予算額 298,000円

退 職 給 付 費 1,870,773 予算額 2,663,000円

法 定 福 利 費 795,898 予算額 815,200円
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

58,000 予算額 58,000円

旅 費 73,076

備 消 品 費 0

被 服 費 0

燃 料 費 0

手 数 料 16,862

保 険 料 681,129

委 託 料 6,534,331

使用料及び賃借料 2,139

負 担 金 292,766

食 糧 費 23,149

研 修 費 62,371

減 価 償 却 費 91,779,174
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

91,457,984

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

321,190

資 産 減 耗 費 2,847,547

固 定 資 産 除 却 費 2,847,547

たな卸資産減耗費 0

手 当

手 当
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款 項 目 節 金　　額 備　　考

営 業 外 費 用 19,718,765

支 払 利 息 及 び 19,718,417

企 業 債 取 扱 諸 費 他会計借入金利息 0

企 業 債 利 息 19,718,417

雑 支 出 348

雑 支 出 348

特 別 損 失 1,449,868

固 定 資 産 売 却 損 0

固 定 資 産 売 却 損 0

過年度損益修正損 1,449,868

過年度損益修正損 1,449,868

そ の 他 特 別 損 失 0

そ の 他 特 別 損 失 0

費 用 合 計 235,057,727

※手当の上段（　）は、職員に係る児童手当を除く手当の額である。
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（１）有形固定資産明細

年 度 当 初 当 年 度 当 年 度 年 度 末

現 在 高 増 加 額 減 少 額 現 在 高

円 円 円 円

157,702,105 0 0 157,702,105

施 設 用 地 157,702,105 0 0 157,702,105

191,981,950 0 0 191,981,950

施 設 用 建 物 191,981,950 0 0 191,981,950

2,194,821,180 18,531,000 0 2,213,352,180

原 水 設 備 1,671,835,072 9,525,000 0 1,681,360,072

配 水 設 備 376,822,905 9,006,000 0 385,828,905

そ の 他 構 築 物 146,163,203 0 0 146,163,203

1,167,585,046 5,302,600 30,044,275 1,142,843,371

電 気 設 備 692,820,053 3,100,600 7,740,339 688,180,314

ポ ン プ 設 備 446,548,078 1,317,000 22,303,936 425,561,142

その他機械及び装置 22,485,714 0 0 22,485,714

計 測 設 備 5,731,201 885,000 0 6,616,201

0 0 0 0

310,000 0 0 310,000

2,954,900 0 0 2,954,900

0 0 0 0

3,715,355,181 23,833,600 30,044,275 3,709,144,506

（２）無形固定資産明細

年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 当年度減価償却額

円 円 円 円

321,192 1,913,325 0 321,190

321,192 1,913,325 0 321,190

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

土 地

船 舶

工 具 器 具 及 び 備 品

資 産 の 種 類

固　　定　　資　　産　　明　　細　　書

建 物

構 築 物

計

建 設 仮 勘 定

合 計

資 産 の 種 類

ソ フ ト ウ エ ア
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年 度 末

当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 累 計 償 却 未 済 高

円 円 円 円

0 0 0 157,702,105

0 0 0 157,702,105

4,491,430 0 97,021,618 94,960,332

4,491,430 0 97,021,618 94,960,332

53,969,461 0 1,118,340,028 1,095,012,152

45,326,825 0 904,473,744 776,886,328

6,249,919 0 95,523,813 290,305,092

2,392,717 0 118,342,471 27,820,732

34,439,116 27,196,728 778,803,898 364,039,473

23,363,705 6,508,366 434,608,747 253,571,567

10,847,493 20,688,362 319,041,476 106,519,666

49,988 0 20,977,101 1,508,613

177,930 0 4,176,574 2,439,627

0 0 0 0

0 0 294,500 15,500

7,845 0 2,807,155 147,745

0 0 0 0

92,907,852 27,196,728 1,997,267,199 1,711,877,307

年 度 末 現 在 高

円

1,913,327 企業会計システム関連

1,913,327

備                考

減   価   償   却   累   計   額
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種　類 発行年月日 発行総額(円) 当年度償還高(円) 償還高累計(円) 未償還残高(円) 発行価額(円) 利率 償還終期 借入先

建設改良等
企業債 H7.3.27 36,500,000 2,090,768 27,106,056 9,393,944 36,500,000 4.65% R5.3.1 財務省

建設改良等
企業債 H7.3.27 67,800,000 4,871,919 62,693,917 5,106,083 67,800,000 4.75% R2.3.20 機構

建設改良等
企業債 H12.3.24 295,700,000 13,262,691 163,673,510 132,026,490 295,700,000 2.00% R10.3.1 財務省

建設改良等
企業債 H12.3.24 63,500,000 2,848,092 35,148,014 28,351,986 63,500,000 2.00% R10.3.1 財務省

建設改良等
企業債 H12.3.30 422,500,000 22,500,422 277,675,402 144,824,598 422,500,000 2.00% R7.3.20 機構

建設改良等
企業債 H12.3.30 81,200,000 4,324,342 53,366,254 27,833,746 81,200,000 2.00% R7.3.20 機構

建設改良等
企業債 H13.3.22 91,000,000 4,724,152 55,593,906 35,406,094 91,000,000 1.70% R8.3.20 機構

建設改良等
企業債 H13.3.26 57,500,000 2,526,022 29,896,893 27,603,107 57,500,000 1.60% R11.3.1 財務省

建設改良等
企業債 H19.3.23 82,400,000 3,801,864 25,018,182 57,381,818 82,400,000 2.10% R14.3.20 機構

建設改良等
企業債 H19.3.26 50,000,000 1,939,622 12,763,694 37,236,306 50,000,000 2.10% R17.3.1 財務省

建設改良等
企業債 H20.3.25 116,500,000 4,456,196 25,454,201 91,045,799 116,500,000 2.00% R18.3.1 財務省

建設改良等
企業債 H20.3.25 275,800,000 12,526,111 71,550,294 204,249,706 275,800,000 2.00% R15.3.20 機構

建設改良等
企業債 H21.3.25 33,100,000 3,190,886 29,861,101 3,238,899 33,100,000 1.50% R2.3.25 十八

建設改良等
企業債 H21.3.25 7,600,000 2,031,359 7,600,000 0 7,600,000 1.52% H31.3.25 親和

建設改良等
企業債 H21.3.25 90,600,000 4,083,001 19,702,630 70,897,370 90,600,000 1.80% R16.3.20 機構

建設改良等
企業債 H24.3.27 41,000,000 1,351,273 2,679,864 38,320,136 41,000,000 1.70% R24.3.20 機構

建設改良等
企業債 H31.3.28 9,700,000 0 0 9,700,000 9,700,000 0.40% R41.3.20 機構

計 1,822,400,000 90,528,720 899,783,918 922,616,082 1,822,400,000

企　　業　　債　　明　　細　　書
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